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［要旨］
本稿で取り上げるのは、日本の帰化実務の中で帰化を許可する前に原国籍を離脱させ、無国籍者
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2018 年 3 月に海外に居住する「日本人」8 名が東京地裁に提訴した国籍法 11 条 1 項違憲訴訟（国
籍はく奪条項違憲訴訟）は、2020 年 8 月に最終弁論を終了した（詳細は仲（2019）を参照）1。この
裁判の行方を固唾を飲んで見守る人びとの存在は、「国籍法 11 条改正を求める有志の会」による
change.org の呼びかけに 40,403 人（2020 年 11 月 27 日現在）もの賛同署名が集まっていることか
らも推察できる。














再開し、2014 年 11 月から新たに 10 年以内に無国籍者をなくす目標を掲げる「#I Belong」キャン
ペーンに取り組んでいる。2010 年以来、「無国籍者の地位に関する条約」（無国籍条約）の締約国




研究会 2017：12）。法務省の「在留外国人統計」によると、2019 年 12 月末現在の外国人総数
2,933,137 人のうち、無国籍者は 646 人である。ただし「在留外国人統計」の国籍データには実効
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性のない国籍も含まれているため、実際の無国籍者はこの数を上回っている可能性が高い。新垣































浅川 2007、李・田中 2007、白井編 2007 など）。李（2016）は日本の帰化行政の流れを次のように
整理している。第 1 段階（1952 年～1960 年代）の年間の帰化許可者は 2000 人台で推移した。主な
申請者は「日朝結婚をした日本人女子が離婚して、その子どもとともに帰化した者、すなわち「元
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日本人の日本国籍回復」であった。第 2 段階（1970 年代～1980 年代）は日台国交断絶（1972 年）
により在日台湾人の帰化申請が一時的に急増し、中国人の帰化許可数は 249 人（1971 年）から


















































介したい 5。李さん（男性）は朝鮮人父と日本人母のもとに愛知県で 1951 年 1 月 4 日に生まれた。
国籍は「朝鮮」。両親は 1950 年 5 月 1 日に結婚し、同月 23 日に「朝鮮戸籍に送付したので母は内




村に対し、周知徹底方取り計らわれたい」（法務局民事局民長特甲第 452 号）。1948 年 11 月 2 日に
発出された民事局長通達（法務府民事局民事甲第 3486 号）も同じ文面である。両親の結婚届の提
出が 1950 年 7 月 1 日の新国籍法施行後であれば、李さんの母親は日本国籍を剥奪されなかった。
1961 年 6 月 30 日、李さんと母親は北朝鮮への第 6 次帰国船に乗船するため、新潟市の日赤センタ
ーに外国人登録証を返納し、出国の手続きを完了した。ところが北朝鮮側に受入を拒否されてしま
う。母親が「日本人」だったためである。





1873（明治 6）年に定められた「内外人民婚姻条規」（政官布告第 103 号）は、外国人と結婚し
た日本人女性の日本国籍を喪失させる一方で、日本人男性の妻となる外国人女性は日本国籍を取得
すると定めた（嘉本 2001）。内外人民婚姻条規は 1899 年に制定された旧国籍法に引き継がれ、夫
婦国籍独立主義が採用される新国籍法施行（1950 年）まで続いた。77 年間続いた国際結婚女性を
めぐる法制度が、国際結婚者を他者化する上で国民意識に与えた影響は少なくないだろう。国籍問
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題を議論する際にはジェンダーの視点が欠かせない。
3.3　帰化許可者の推移
図 1 は 1952 年から 2018 年までの帰化許可者数をまとめたものである。法務省が公表している帰
化許可者の国籍は、上位 2 カ国（「韓国・朝鮮」「中国」）のみであり、その他の国籍は全て「その他」
にまとめられている。
1952 年～2018 年の帰化許可者は 540,069 人。「朝鮮・韓国」365,440 人（67.7％）、「中国」137,812
人（25.5％）、「その他」36,727 人（6.8％）である。「朝鮮・韓国」の帰化者が 5 割（48.0％、4,357 人）
を下回ったのは 2018 年。「その他」に含まれる帰化申請者が顕著に増え始めるのは 2010 年前後の
ことで、2008 年に初めて 10％を超えた（11.2％）。
表 1 は 2018 年 6 月に近藤博徳弁護士が法務省から入手したデータをまとめたものである。李
（2016：114）も法務省民事局から入手した原国籍別帰化許可者数上位 10 カ国（2002 年～2014 年）
のデータを掲載している。2011 年以降の順位は表 1 と同様である。またこの 7 カ国の帰化者が総
数に占める割合は、95.1％（2017 年）である。
表 1 から次のことが分かる。「韓国・朝鮮」「中国」には日本の国籍法 11 条 1 項と同じく外国籍
取得と同時に国籍が喪失する規定があるため、日本政府はこの 2 カ国に関しては重国籍防止措置を
とる必要がない。「ベトナム」も同様である。この 3 カ国で 86.5％を占める。一方「ブラジル」「フ
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順位 国籍 帰化者数 割合 累積割合
1 韓国・朝鮮 5,631 人 54.6％
2 中国 3,088 人 29.9％ 84.5％
3 ブラジル 308 人 3.0％
4 フィリピン 307 人 3.0％
5 ベトナム 204 人 2.0％
6 ペルー 180 人 1.7％
7 バングラデシュ 92 人 0.9％ 95.1％
その他 505 人 4.9％
合計 10,315 人 100.0％
近藤博徳弁護士が法務省より入手したデータをもとに筆者作成














































2019 年 4 月 17 日に新聞各紙は横綱白鵬がモンゴル国籍の離脱申請を行なったと報じた。国籍離
脱が完了したのは同年 6 月 28 日。官報に帰化が掲載されたのは 9 月 3 日である。白鵬の名前は「ム
ンフバト・ダバジャルガル」から「白鵬翔」に変わった。日本国籍の取得は相撲協会が親方になる
ための条件として求めていたものである。「二重国籍が許されない日本では、帰化のためにモンゴ
ルの国籍を離脱しなければならない」（下線は筆者）と報じられていたが、白鵬が 6 月 23 日から 9


























































S さんは 2007 年に B 国の国籍を取得した。それは国内転職可能なビザ（永住権）を取得した際に、
区役所担当者から勧められたためである。B 国の国籍を取得すれば就労機会を EU 圏内に広げられ
ることもあるが、永住権では日本に長期帰国すると失効する可能性があった。当時の S さんには、











S さんの特殊性は、第 1 に国籍法 11 条 1 項の適応を受けて日本国籍を喪失していることを旅券
更新の時までまったく自覚していなかったこと。第 2 に国籍喪失の事実を認識しないまま、日本国
内で A 国男性と結婚し、子どもを産み、子どもも S さんの戸籍に登録されたこと。第 3 に S さん
の国籍喪失が確定してしまったために、子どもの日本国籍が出生に遡って抹消されてしまったこと。
第 4 に S さんは B 国籍、夫と子は A 国籍というように家族の国籍がバラバラになってしまったこ
とである。
法務局での面接では、S さん母子はともに日本国籍を取得して重国籍になった後に外国籍を離脱
してもらうと説明された。ところが 2 カ月ほどたったところで、法務局担当者から A 国の国籍法
を調べた結果、事前離脱ができることが分かったと、次のような連絡を受けた。外国籍を取得した























A 国を訪れたこともない場合は 22 歳になる時点で国籍を「喪失」する。しかし（3）無国籍
になる場合は「喪失」しない。（1）（2）に該当する場合でも、18 歳になった年から 22 歳にな
るまでに国籍保持の申請をすることで国籍を維持することができる。一時的にでも A 国に住
んだことがあったり、定期的に A 国を訪れていれば、国籍保持の申請をする必要はない。







22 歳以下で、片親が A 国籍の場合、A 国籍の離脱届を提出しても国籍を喪失させることはない。
これを素直に読めば、国籍法 5 条 2 項「法務大臣は、外国人がその意思にかかわらずその国籍を失
うことができない場合において、…（従前の国籍を離脱せずとも）帰化を許可することができる」
を適用すべきケースにあたると思われる。しかし、法務局担当者は、駐日 A 国大使館から得た離












保持したまま、子どもだけ A 国籍を離脱させることなど、A 国政府には想定外のことであろう。























この立場で帰化実務が行なわれていれば、S さんの子どものケースは、十分に国籍法 5 条 2 項の








表 2 は日本国籍離脱者の増減をまとめたものである。2012 年から 2016 年の 5 年間は国籍取得者
よりも国籍離脱者と国籍喪失者の数が毎年上回っており、合計で 4,615 人減少したことが分かる。
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これは国籍法による人口減少である。




の意思で外国籍を取得した」と判断され、国籍法 11 条 1 項が適用された。
日露ハーフの場合は、ロシア国籍を取得するまでの間は日本国籍を有していたため、元日本人の






国籍法 11 条 1 項違憲訴訟原告団が実施した海外に居住する日本人 497 名のアンケート回答者の










在外国民の複数国籍を容認する国の割合は、85 カ国中 33 カ国（1960 年：38.8％）から 194 カ国
中 142 カ国（2015 年：73.2％）へと倍増した（近藤敦 2019：241）。ヨプケ（2013）は複数国籍を
表 2　国籍取得者、国籍離脱者、国籍喪失者の推移
2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 計 比較
国籍取得者 1,089 1,033 966 958 884 4,930 4,930
国籍離脱者 518 613 770 962 945 3,808
9,545
国籍喪失者 921 1,058 1,172 1,300 1,286 5,737
出典：法務省
・国籍取得者数は、国籍法 3 条、17 条等の規程により日本国籍を取得した者の数。
・国籍離脱者数は、国籍法 13 条の規定により、日本国籍を離脱した者の数。





















国籍法 11 条 1 項の条文は 1899 年に制定された旧国籍法 20 条をそのまま引き継いでいる。当時














アイデンティティを再編しようとしていた日本政府にとっても国籍法 11 条 1 項は不可欠であった。
つまり国籍法 11 条 1 項には、立法時から戦後しばらくの間は必要性も合理性もあったといえる。
しかし、現在は、立法当時とは社会状況も人びとのライフコースも人の国際移動の規模もまった
く異なる状況になっている。海外に生活拠点を築き、日本と居住国を往来する生き方を望む人びと
にとって、国籍法 11 条 1 項は桎梏以外の何物でもない。すでに法の合理性は失われてしまっている。
















1　2021 年 1 月 21 日本件訴訟は東京地裁で請求棄却の判決が下された。判決を要約すると、日本国籍を奪われな
い権利あるいは日本国籍を持ち続けることの利益の重要性よりも複数国籍防止の方が重要であり、その目的の
ためには個人の権利や利益は制約されうるというものである。原告は判決を不服として控訴した。
2　2020 年 1 月 30 日付朝日新聞「無国籍者、強制送還は違法　高裁『地球上で行き場失う』
3　https://www.viet-jo.com/news/social/200827193701.html（最終アクセス：2020 年 11 月 20 日）。VIET JO に






4　法務委員会議事録 9 号（1984 年 4 月 13 日）7 頁
5　この文書は李さんが「在日の『法的地位』の変遷」というタイトルで 40 頁（A4 版）にわたり自身の歴史と在
日の変遷を重ね合わせた論考であり、「参考になれば」と筆者に提供されたもの。
6　2017 年 7 月に発足した国内外の当事者と研究者、弁護士などが参加する任意団体。
7　5 条 2 項は 1984 年の国籍法改正時に新設された重国籍防止条件の緩和条項。「法務大臣は、外国人がその意志
にかかわらず国籍を失うことができない場合において、日本国民との親族関係又は境遇につき特別の事情があ
るときは、その者が前項第 5 号に掲げる条件を備えないときでも帰化を許可することができる」。
8　第 101 回国会法務委員会第 6 号（昭和 59 年 5 月 10 日）22 頁
9　関（2011）は外国人の基本的人権（とりわけ社会保障分野）が法律によることなく、省令や担当係長の口頭指
示といった形で取り扱われていること、加えてより根源的な問題として、外国人の人権享有主体性についての
基準をマクリーン事件の最高裁判決（最大判昭和 53（1978）年 10 月 4 日）に求めていることの問題性を指摘す
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14　2015 年 7 月 25 日、台湾での聞き取り調査。


































Discussions on Prior Relinquishment of Original Nationality  
in the Naturalization Practice
Satoko TAKEDA
This paper discusses the problem of naturalization practice in Japan, in which applicants are 
expatriated prior to the granting the Japanese nationality, thereby creating stateless people in the 
process. Former Japanese, who lost their nationality under Article 11, Paragraph 1 of the Nationality 
Act (If a Japanese citizen acquires the nationality of a foreign country at his/her choice, he/she loses 
Japanese nationality), are also among them. 
International movement of people intensifies, and across the world, an increasing number of people 
opts to live outside Japan for a certain period of their life and obtains nationality of the country where 
they live for the benefit of their family and for work. This has been a phenomenon observed across the 
world today. Faced with the reality, nations are adjusting their respective nationality laws to reflect the 
trend. The European Convention on Nationality (1997) stipulates that the State Parties must not 
deprive of individual’s nationality acquired through marriage or by birth. Japanese nationals, who 
continue to live as permanent residents in the Western countries where holding multiple nationalities 
are permitted, are peculiar to other people’s eyes.
For those who lost their Japanese nationality, the only way for them to regain it is through 
naturalization application, and some of the applicants are requested by the Japanese government to 
relinquish the original nationality and become stateless.
Through references to international efforts to eliminate statelessness as much as possible, this paper 
aims to shed light on the historical background to, and illogicalness of, the existing nationalization 
practice in Japan and suggest focuses of arguments that may facilitate improvement.
